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研究要旨 

石巻市沿岸部の住民と仙台市若林区の仮設住宅入居者および七ヶ浜町の住民を対象に調査を実施し、

以下の結果を得た。 

１） 被災地域住民では、震災後の約７年間で、「睡眠障害が疑われる」者、「心理的苦痛が高い」者、「震

災の記憶のある」者の割合は、時間経過にともない、少しずつ改善を示していた。 

２） 被災者の就業割合は、徐々に増加し、回復の傾向を示していたが、経済状況（暮らし向き）は、家

計を担う働き盛り世代で「大変苦しい」、「苦しい」と答えた者の割合が高かった。 

３） 地域のつながりは、「みなし仮設」と「賃貸」の居住者に加えて、「新居」、「復興公営住宅」、「防災

集団移転団地」など、新しい環境へ移動した居住者で「地域のつながりが弱い」と答えた者の割合

が高かった。 

４） 高齢者における介護保険（要支援・要介護）認定率は、時間の経過とともに増加する傾向であった。

また、「震災前と同じ」ところに居住している高齢者と比較して、「賃貸・みなし仮設」に転居した

高齢者では、新規要介護認定リスクが有意に増加していた。 

５） 被災地域住民の腰痛や膝痛の有訴者率は、一般集団と比べて高く、震災直後と比べ増加傾向にあっ

た。また、睡眠障害を疑う者（アテネ不眠尺度；６点以上）で膝痛の新規発生が増加していた。 

６） 自宅被害状況は、被災後の BMI、収縮期血圧、γ-GTP、中性脂肪の平均値および特定保健指導の該

当割合の推移に影響していた。 

７） 被災後に被災地域を離れた者（地区外転居者）は、睡眠障害（アテネ不眠尺度が６点以上）となる

リスクが高いことが示され、メンタルヘルスへの影響が懸念される結果であった。 

 

 

研究分担者 

押谷  仁 東北大学大学院微生物学分野 

松岡 洋夫 同 精神神経学分野 

八重樫伸生 同 婦人科学分野 

永富 良一 同 健康維持増進医工学分野 

井樋 栄二 同 整形外科学分野 

 

Ａ．研究目的 

東日本大震災から７年余が経過した。復興庁に

よると、全国の避難者数は、震災直後の47万人か

ら約７万５千人（平成30年１月30日時点）まで減

少している。被災地域では公共インフラの整備や

住宅の建築などが進み、復興・再生に向けた街づ

くりが加速している。被災者の生活環境も仮設住

宅から恒久住宅への移転が進んでいる一方で、被

災生活の長期化による健康影響が重要な課題と

なっている。 

東北大学大学院医学系研究科地域保健支援セ

ンターは、被災後から半年ごとに被災者健康調査

を実施して、被災者の心身の健康状態を調査し、

それに関連する要因を検討している。 

本研究事業の目的は、被災後の地域住民の生活

環境（居住区分）や就労・経済状態、心身の健康

状態等に関する調査に加えて、医療受療状況・介

護保険認定状況・特定健診成績を 10 年間にわた

って追跡することにより、被災者の心身の健康の

推移に影響を及ぼす要因を解明することである。 

震災後７年目となる本年度は、被災者健康調査

結果や介護保険認定情報の推移に関する記述疫

学的研究に加えて、睡眠障害と膝痛発生との関連、

被災後の居住形態と新規要介護認定との関連な

どについて、分析疫学的研究を行った。また、被

災地区外に転居した者における健康影響につい

ても検討した。 

これらの検討をもとに、大規模災害後の生活再

建期における被災者の心身の健康課題を把握す

るとともに、疾病予防・介護予防のあり方を提言

し、もって今後このような大規模災害が発生した

際の備えとするものである。 

 

Ｂ．研究方法 

１．実施体制 

本研究事業は、東日本大震災被災者の支援を目

的として 2011 年５月に東北大学大学院医学系研

究科内に設置された地域保健支援センターの構

成員により実施された。本センターは、センター

長（辻 一郎）、副センター長（押谷 仁、）、運

営委員（松岡洋夫、八重樫伸生、永富良一、井樋
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栄二）により運営されている。 

本研究事業における分担研究課題は、以下の通

りである。 

１）生活環境の推移とその影響に関する検討（押

谷 仁）：2011 年夏秋調査から現在までの間

における、生活環境（避難所、仮設住宅、被

災した自宅での生活）や被災後の就労状況、

経済状態について、その推移および関連要因

を調査した。 

２）被災者のメンタルヘルスに関する検討（松岡

洋夫）：2011 年夏秋調査から現在までの間に

おける、メンタルヘルス（不眠や心理的苦痛）

の推移と関連要因を調査した。 

３）未成年調査データに関する検討（八重樫伸

生）：2011 年夏秋調査から現在までの間にお

ける、未成年の心身の健康状態および保護者

の健康状態の推移と関連要因を調査した。 

４）被災者の身体活動・要介護発生に関する検討

（永富良一）：運動教室の参加者を対象とし

た健康教育事業を開催するとともに、被災者

の要介護認定の推移を追跡調査した。 

５）医療受診に関する検討（辻 一郎）：被災者

健康調査参加者の同意に基づき、関連自治体

からの提供を受けて、介護保険認定、医療受

療状況・医療費の推移を追跡調査した。 

６）被災者の整形疾患に関する検討（井樋栄二）： 

2011 年夏秋調査から現在までの間における、

筋骨格系自覚症状（腰痛、手足の関節痛、肩

こり、肩痛、膝痛）の推移と関連要因を調査

した。 

 

２．調査対象と調査項目 

これらに関する詳細は、分担研究報告書「被災

者健康調査の実施と分析」を参照されたい。 

 

３．調査結果の活用（自治体との連携など） 

本研究事業は、当該自治体との連携のもと、被

災者の健康支援と保健衛生サービスの実施にあ

たり有効に活用されるように心掛けた。具体的に

は、以下の取組みを行った。 

１）健診結果説明会の開催：個別に結果票を郵送

した後、参加者に対して、被災者健康調査の

結果説明や健康講話とともに行政の栄養士

による栄養講話、栄養指導を実施した。さら

に、地域保健支援センターから医師を派遣し、

健診結果説明会の後に個別相談の機会を設

け、地域住民の健康づくりに向けた支援を行

った。 

２）未成年におけるアセスメント：個人結果から

こころや行動の変化に注意が必要な児童に

ついては、自治体に情報を提供し、アセスメ

ントを行う契機としての役割を担った。また、

保護者のストレスの設問に対して、強く不安

や抑うつの疑いがある対象者の情報を提供

した。 

３）ハイリスク者の抽出と地域保健への活用：高

齢者においては基本チェックリストを使用

して要介護発生リスクを評価し、ハイリスク

と思われる者に関する情報を自治体に提供

した。自治体では、各種の健診や健康教育、

家庭訪問などを通じて、ハイリスク者にアプ

ローチを行った。 

 

４．倫理面の配慮 

本調査研究は「ヒトを対象とする医学系研究の

倫理指針」を遵守しており、東北大学大学院医学

系研究科倫理審査委員会の承認のもとに行われ

ている。調査対象者には被災者健康調査時に文

書・口頭などで説明し、書面の同意を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

各分担研究の概要を以下に示す。その詳細につ

いては、各分担研究報告書を参照されたい。 

 

１．被災者健康調査の実施と分析 

被災者健康調査は、震災後の生活環境（居住の

場、仕事や収入、ソーシャルキャピタルなど）と

その変化が被災者の健康状態や予後（生存死亡、

死因、医療受診、介護保険認定）にどのような影

響を及ぼすかを長期的に検討することを目的と

して毎年、定期的に実施している。東日本大震災

から７年目となる本年度までに、石巻市で 4,154

人、仙台市若林区で 994人、七ヶ浜町で 2,334人

の参加が得られた。調査対象地域は復興・創生の

時期となり、被災者の生活環境も様々に変化し、

被災者の健康状態にも変化が見られている。今後

も、健康調査の結果をもとに、大規模災害が発生

した際にどのような被災者支援が有効であるか

を検討する必要がある。 

 

２．生活環境の推移とその影響に関する検討 

被災者の居住環境、就業・経済状況は、復興状

況の進展によって地域差や個人差が見られてい

た。居住環境については、石巻市では、「復興公

営住宅」、「防災集団移転団地」居住者の割合に増

加が見られ、「プレハブ仮設」居住者は減少して

いた。仙台市若林区では、「プレハブ仮設」居住

者全員が恒久住宅へ転居後約１年が経過し、安定

していた。就業状況については、石巻市、仙台市

若林区ともに、就業割合が徐々に増加し、回復の

傾向を示していた。経済状況（暮らし向き）につ

いては、いずれの調査地区においても家計を担う

働き盛り世代で「大変苦しい」、「苦しい」と答え

た者の割合が高かった。地域のつながりについて
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は、「みなし仮設」と「賃貸」の居住者で「地域

のつながりが弱い」と答えた者の割合が高かった。

また、「新居」、「復興公営住宅」、「防災集団移転

団地」など、新しい環境へ移動した居住者でも「地

域のつながりが弱い」割合が高かった。 

 

３．被災者のメンタルヘルスに関する検討 

被災者健康調査によって被災地域住民の睡眠

障害、心理的苦痛、震災の記憶についての推移を

検討した。調査の結果、震災後の約７年間で、被

災地域住民の「睡眠障害が疑われる」者、「心理

的苦痛が高い」者、「震災の記憶のある」者の割

合は、時間経過にともない、少しずつ改善を示し

ていた。地域や個人の復興の状況によって、メン

タルヘルスへの影響に違いがみられることが示

された。調査対象地域は、復興・創生の段階であ

り、今後も対象者の生活環境が変化することが予

測される。被災者健康調査を継続し、被災後の地

域住民のメンタルヘルスに及ぼす影響について

長期的に検討していくことが望まれる。 

 

４．未成年調査データに関する検討 

東日本大震災被災者のうち、18歳未満の未成年

（および０歳〜中学生の保護者）を対象に毎年、

定期的に調査を実施し、健康状態、行動の変化、

保護者のストレス、高校生のメンタルヘルスの推

移について検討した。震災から７年目の調査では、

未成年の健康状態は概ね良好であった。行動の変

化について、震災直後に該当割合が高かった項目

は徐々に改善傾向を示していたが、年齢区分、調

査地域で異なる傾向を示す項目もあった。保護者

のストレスには地域差が見られ、震災後の地域お

よび個人の復興状況が影響している可能性が考

えられた。高校生のメンタルヘルスは、成人調査

の結果と比較して良好であった。 

 

５．被災者の身体活動・要介護発生に関する検討 

被災者健康調査の参加者のうち、同意が得られ

た 3,582人に対して介護保険認定状況について追

跡調査を行った。その結果、被災地域の 65 歳以

上高齢者の介護保険認定割合は時間の経過とと

もに増加する傾向にあり、2016 年３月と 2017 年

３月との間で 16.5％から 17.5％へと漸増傾向に

あった。被災地域における高齢者の介護予防（新

規発生の予防、重度化予防）の重要性が示唆され

た。 

 

６．医療受診に関する検討 

被災者健康調査の参加者のうち、同意が得られ

た者に対して医療受診状況について追跡調査を

行った。その結果、国民健康保険、後期高齢者医

療制度の加入者１人当たり年間医療費は震災後

６年間で増加していた。後期高齢者では、１人当

たり年間医療費に地域差が見られたが、地域の復

興状況の違いによる影響が大きいと考えられた。

今後、受診理由（疾患名）や受診期間など、受診

者の特徴について、被災者健康調査の結果も合わ

せた検討が必要と考える。 

 

７．被災者の整形疾患に関する検討 

大規模自然災害後に腰痛や関節痛といった筋

骨格系自覚症状有訴者率は増加することが報告

されている。被災者健康調査により被災地域住民

の筋骨格系自覚症状（腰痛、手足の関節痛、肩こ

り、肩痛、膝痛）の推移を検討した。その結果、

被災地域住民における有訴者率は一般集団と比

べて高く、腰痛や膝痛は震災直後と比べ増加傾向

にあった。 

 

８．七ヶ浜町における被災者の健康状態の推移に

関する検討 

東日本大震災による地震・津波により甚大な被

害を受けた自治体の一つである七ヶ浜町と連携

して、災害急性期の精神保健対応を開始し、その

後も同町を中心に長期の精神保健活動を継続し

ている。東日本大震災発災から８ヶ月後の 2011

年に初回調査を実施し、以降、年１回の頻度で追

跡調査を行っている。本年度においても昨年度に

引き続き、抑うつ状態や心的外傷後ストレス反応

に関し、同じ評価尺度による追加調査を実施し推

移を把握した。Ｋ６による抑うつ傾向は震災発災

の年度からすると改善傾向にあるが、軽度抑うつ

を示す者の割合は 2014 年度には一旦全国平均と

同等状態まで回復したが、昨年度と同様本年度は

全国平均よりもわずかに高いことが示された。東

日本大震災の被災体験による心的外傷後ストレ

ス反応を一定以上示す者の割合は減少傾向を示

したが、本年度は 19％と昨年度と同水準であり、

引き続き留意が必要な状況と考えられる。 

 

９．被災者の睡眠障害および心理的苦痛と膝痛の

新規発生に関する検討 

2012年 11月～2013年２月に行われた第４期被

災者健康調査および 2013年 11月～2014年２月に

行われた第６期調査に回答かつ研究同意した者

を対象として、睡眠障害（アテネ不眠尺度）およ

び心理的苦痛（Ｋ６）と膝痛の新規発生の関連を

調査した。調査の結果、睡眠障害を疑う者（アテ

ネ不眠尺度；６点以上）で膝痛新規発生のオッズ

比（95％信頼区間）が 1.57（1.08-2.29）と有意

な関連が見られた。一方、心理的苦痛が高い者（Ｋ

６；10点以上）の膝痛新規発生のオッズ比（95％

信頼区間）は 1.07（0.65-1.78）と有意な関連は

見られなかった。 
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10．自宅被害状況と健診成績の関連 

被災者健康調査参加者において、自宅被害状況

別に震災前後７年間の健診データの推移を調査

した。その結果、自宅が「全壊」した者では、震

災直後から６年間の BMIは調査期間内で増加と低

下を繰り返し、収縮期血圧、γ-GTP、中性脂肪は

横ばいであった。「大規模半壊・半壊」の者では、

他の自宅被害状況の者と比べて、震災後の BMI、

γ-GTP の平均値が高かった。「一部損壊・損壊な

し」の者では、震災後６年間の収縮期血圧は高い

まま推移し、血圧コントロールが不良であった。

自宅被害状況は被災後の BMI、収縮期血圧、γ-GTP、

中性脂肪の平均値および特定保健指導の該当割

合の推移に影響することが示唆された。 

 

11．被災後の居住形態と要介護認定リスクとの関

連 

東日本大震災による被災地域の高齢者を対象

とした前向きコホート研究により、被災後の居住

形態と新規要介護認定リスクの関連について検

討した。その結果、「震災前と同じ」ところに居

住している高齢者と比較して、「賃貸・みなし仮

設」に転居した高齢者は、新規要介護認定リスク

が有意に増加していた。また、「新居」に転居し

た高齢者は、新規要介護認定リスクが増加する傾

向がみられたものの、統計的に有意ではなかった。

一方、「プレハブ仮設」、「その他」に転居した高

齢者では、関連はみられなかった。 

 

12．被災地区外転居者の健康影響についての検討 

東日本大震災被災者のうち、被災後に被災地域

を離れた者（地区外転居者）の健康影響を検討す

ることを目的として、第 13 期被災者健康調査の

結果を分析した。石巻市２地区（雄勝・牡鹿）の

調査対象者のうち、地区外転居者は全体の 48.1％

で、そのうち、75.1％が「市内転居者」、24.9％

が「市外転居者」であった。「地区内居住者」群

と比べ、「市内転居者」群および「市外転居者」

群は、睡眠障害（アテネ不眠尺度が６点以上）と

なるリスクが高いことが示され、メンタルヘルス

への影響が懸念される結果であった。 

 

Ｄ．考 察 

本研究成果を要約すると、以下のようになる。 

１）被災地域住民では、震災後の約７年間で、「睡

眠障害が疑われる」者、「心理的苦痛が高い」

者、「震災の記憶のある」者の割合は、時間

経過にともない、少しずつ改善を示していた。 

２）被災者の就業割合は、徐々に増加し、回復の

傾向を示していたが、経済状況（暮らし向き）

は、家計を担う働き盛り世代で「大変苦しい」、

「苦しい」と答えた者の割合が高かった。 

３）地域のつながりは、「みなし仮設」と「賃貸」

の居住者に加えて、「新居」、「復興公営住宅」、

「防災集団移転団地」など、新しい環境へ移

動した居住者で「地域のつながりが弱い」と

答えた者の割合が高かった。 

４）高齢者における介護保険（要支援・要介護）

認定率は、時間の経過とともに増加する傾向

であった。また、「震災前と同じ」ところに

居住している高齢者と比較して、「賃貸・み

なし仮設」に転居した高齢者では、新規要介

護認定リスクが有意に増加していた。 

５）被災地域住民の腰痛や膝痛の有訴者率は、一

般集団と比べて高く、震災直後と比べ増加傾

向にあった。また、睡眠障害を疑う者（アテ

ネ不眠尺度；６点以上）で膝痛の新規発生が

増加していた。 

６）自宅被害状況は、被災後の BMI、収縮期血圧、

γ-GTP、中性脂肪の平均値および特定保健指

導の該当割合の推移に影響していた。 

７）被災後に被災地域を離れた者（地区外転居者）

は、睡眠障害（アテネ不眠尺度が６点以上）

となるリスクが高いことが示され、メンタル

ヘルスへの影響が懸念される結果であった。 

 

東日本大震災から７年が経過し、被災地域住民

の生活も復興・再生に向かって少しずつ進んでい

る。本調査において、被災からの時間経過にとも

ない、被災地域住民のメンタルヘルスが改善に向

かい、就業割合も増加の傾向を示していたことは、

復興が進んでいる結果であると考えている。一方、

被災後の生活環境の変化は、地域住民の健康に

様々な影響を及ぼしていることが示された。 

被災地域住民の筋骨格系自覚症状（腰痛、手足

の関節痛、肩こり、肩痛、膝痛）の有訴者率は、

一般集団と比べて高く、腰痛や膝痛の有訴者率は

経年的に増加傾向にあった。また、居住形態と新

規要介護認定リスクとの関連を検討した結果で

は、「賃貸・みなし仮設」へ転居した高齢者では、

新規要介護認定リスクが増加することが示され

た。これらの結果は、被災生活における身体活動

量の低下が影響していることを推測させるもの

であり、その他の研究成果と合わせて、詳細に分

析、検討する必要があると考えている。 

また、被災地域では、仮設住宅から恒久住宅へ

の転居が進んでいることから、本年度は、居住形

態と地域のつながりについて検討した。その結果、

「地域のつながりが弱い」と答えた者の割合は、

「みなし仮設」、「賃貸」の居住者に加えて、「新

居」、「復興公営住宅」、「防災集団移転団地」など、

新しい生活環境へ移動した居住者でも高い割合

となっていた。災害後の地域コミュニティは、災

害直後と復興・再生期の二度の居住形態の変化で、
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弱体化することが示された結果であり、今後さら

に、居住形態と健康影響との関連など、分析を進

めていくつもりである。 

さらに、地域コミュニティの健康に与える影響

を検討するため、本年度は、石巻市の調査対象者

において、被災後に被災地域内に居住している対

象者と被災地域を離れた対象者（地区外転居者）

の健康影響を比較、分析した。その結果、地区外

転居者におけるメンタルヘルスへの影響が懸念

された。震災後７年目の調査において、被災地域

に残って生活している者よりも、離れた地域で生

活している者でメンタルヘルスへの影響が強か

ったことは、憂慮すべき結果である。これまで、

被災地域住民を中心とした健康支援活動を進め

てきたが、今後は関連自治体と相互協力のうえ、

地域外に転居した者についても、支援する必要が

あると考えている。 

本研究の最大の強みは、被災者の方々をコホー

トとして長期追跡していることであり、７年間に

わたって継続して調査した研究は他にないと思

われる。また本研究では、アンケート調査に加え

て、対象者の同意に基づいて、医療受療状況、介

護保険認定情報、特定健診成績も入手している。

したがって、本研究事業で得られたデータセット

は、震災直後からの詳細なデータと医療受療状況、

介護保険認定情報、健診結果との関連を分析する

ことができるという点で、数ある被災者コホート

研究データのなかでもユニークな特徴を有して

いる。今後、その特徴を存分に生かし、震災後の

生活環境、生活習慣の変容と健康影響（医療受療、

要介護認定リスク、健診結果）の関連をさらに解

明し、被災者と被災地の復興支援に貢献する所存

である。 

 

Ｅ．結 論 

石巻市沿岸部の住民と仙台市若林区の仮設住

宅入居者、七ヶ浜町の住民を対象に調査を実施し、

以下の結果を得た。 

１）被災地域住民では、震災後の約７年間で、「睡

眠障害が疑われる」者、「心理的苦痛が高い」

者、「震災の記憶のある」者の割合は、時間

経過にともない、少しずつ改善を示していた。 

２）被災者の就業割合は、徐々に増加し、回復の

傾向を示していたが、経済状況（暮らし向き）

は、家計を担う働き盛り世代で「大変苦しい」、

「苦しい」と答えた者の割合が高かった。 

３）地域のつながりは、「みなし仮設」と「賃貸」

の居住者に加えて、「新居」、「復興公営住宅」、

「防災集団移転団地」など、新しい環境へ移

動した居住者で「地域のつながりが弱い」と

答えた者の割合が高かった。 

４）高齢者における介護保険（要支援・要介護）

認定率は、時間の経過とともに増加する傾向

であった。また、「震災前と同じ」ところに

居住している高齢者と比較して、「賃貸・み

なし仮設」に転居した高齢者では、新規要介

護認定リスクが有意に増加していた。 

５）被災地域住民の腰痛や膝痛の有訴者率は、一

般集団と比べて高く、震災直後と比べ増加傾

向にあった。また、睡眠障害を疑う者（アテ

ネ不眠尺度；６点以上）で膝痛の新規発生が

増加していた。 

６）自宅被害状況は、被災後の BMI、収縮期血圧、

γ-GTP、中性脂肪の平均値および特定保健指

導の該当割合の推移に影響していた。 

７）被災後に被災地域を離れた者（地区外転居者）

は、睡眠障害（アテネ不眠尺度が６点以上）

となるリスクが高いことが示され、メンタル

ヘルスへの影響が懸念される結果であった。 
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小暮真奈，丹野高三，佐々木亮平，高梨信之，

坂田清美，菊谷昌浩，菅原準一，栗山進一，

辻 一郎，呉 繁夫，寳澤 篤．東日本大震

災による家屋損壊の程度とメタボリック症

候群の構成要素．第 28 回日本疫学会学術総

会（ポスター），福島市，2018年． 

12）中谷直樹，成田 暁，土屋菜歩，中村智洋，

小暮真奈，丹野高三，坂田清美，菊谷昌浩，

菅原準一，栗山進一，辻 一郎，呉 繁夫，

寳澤 篤．東日本大震災の被災者における高

い平均歩数と関連する要因：地域住民コホー

ト調査．第 28 回日本疫学会学術総会（ポス

ター），福島市，2018 年． 

13）土谷昌広，相田 潤，萩原嘉廣，菅原由美，

遠又靖丈，佐藤眞理，渡邉 崇，富田博秋，

根本英二，渡邉 誠，小坂 健，辻 一郎．

東日本大震災被災者における不眠症と口腔

愁訴との関連．第 39回日本疼痛学会（口演），

神戸市，2017年． 

14）片柳光昭，瀬戸 萌，根本晴美，菅原由美，

中谷直樹，中村智洋，土屋菜歩，成田 暁，

小高 晃，辻 一郎，寳澤 篤，富田博秋．

東日本大震災被災コミュニティの就労状況

と精神的健康に関する縦断的研究．第 36 回

日本社会精神医学会（口演），東京都，2017

年． 

15）萩原嘉廣，矢部 裕，関口拓矢，渡邉 崇，

菅原由美，辻 一郎，井樋栄二．東日本大震

災被災者の抱える運動器愁訴の縦断調査．第

90 回日本整形外科学会学術総会（口演），仙

台市，2017年． 

16）関口拓矢，萩原嘉廣，菅原由美，丹治史也，

遠又靖丈，矢部 裕，小出将志，板谷信行，

吉田新一郎，辻 一郎，井樋栄二．東日本大
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震災被災者における主観的経済状況が肩こ

りに与える影響：前向きコホート研究．第 90

回日本整形外科学会学術総会（口演），仙台

市，2017年． 

 

３．報道・その他 

１）辻 一郎．仮設住民 健康支援を．熊本日日

新聞，2017年５月 14日（27003号）． 

２）辻 一郎．くらし「みなし仮設 高い健康リ

スク」．熊本日日新聞，2017年５月26日（27015

号）． 

３）辻 一郎．震災後「稼ぎが減った」40％余．

NHK NEWS WEB, 2017年９月８日． 

４）辻 一郎．仮設入居長期化で睡眠障害４割超．

NHK NEWS WEB, 2017年９月８日． 

５）辻 一郎．「再建遠のく“働く世代”～震災

６年半 いま何が～」．クローズアップ東北，

NHK総合，2017年９月８日放送． 

６）辻 一郎．被災地要介護高齢者 ５年で２倍．

NHK NEWS WEB, 2017年９月 12日． 

７）辻 一郎．九州北部豪雨半年みなし仮設 380

人地元離れ．毎日新聞，2018 年１月５日

（48636号）． 

８）辻 一郎．東日本大震災の被災者 肥満傾向

続く－東北３県の大学調査．朝日新聞，2018

年２月７日（47308号）. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案取得 

  なし 

３．その他 

  なし 

 

 


